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➢ 省エネ法の改正について

省エネ法の化石エネルギーの使用の合理化等に加えて、非化石エネルギーを含めた全てのエネルギー

使用の合理化、非化石エネルギーへの転換、並びに電気の需要の最適化を促す法律に変更されました。

中長期計画書：令和５年度報告から、定期報告書：令和６年度報告（令和５年度実績分）から対象

➢ 工場等の判断基準については、令和４年4月1日付けで一部が改正（別表第５ベンチマーク指標）。

改正に伴いベンチマークの指標・目指すべき水準が変更になった業種においては、変更後の指標・

目指すべき水準に基づいて報告願います。

【令和５年定期報告書から対象】

・石炭火力電力供給業の区分追加

・既存業種の見直しについて、ソーダ工業の目標値を変更

・対象業種拡大について、データセンター業及び圧縮ガス・液化ガス製造業を追加

➢ 指定８表２－１工場等（専ら事務所等を除く）判断基準の遵守方法の一部が追加されています。

・（4-2)発電専用設備、(4-3)コージェネレーション設備の一部

➢ 指定８表２－２が追加され、工場等（専ら事務所等を除く）に設置する１,０００ｋW以上の発電専用設

備又はコージェネレーション設備の発電効率等の状況に関して参考となる情報を記載するようになりま

した。

報告にあたっては、令和５年度に新たに公開された定期報告書作成支援ツール等を使用、又は EEGS（省エネ法・

温対法・フロン法電子報告システム）を使用するなど最新の様式で提出頂くよう お願い致します。

（資源エネルギー庁HP/省エネポータルサイト 参照）

＊ 令和５年度から中長期計画書の作成もEEGSを利用（Web入力）できるようになりました。

中長期計画書、定期報告書に係る主な変更点
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中長期計画書の作成

特定事業者（特定連鎖化事業者）は、定期に『中長期計画書』の提出が必要です。

ここでは『中長期計画書』の記入方法について説明します。

なお、資源エネルギー庁ＨＰ/省エネポータルサイトに「定期報告書及び中長期計

画書の記入要領（ＰＤＦ形式）」が公開されています。詳細はこちらをご覧ください。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/fac

tory/support-tools

様式第８ Ⅰ～Ⅳ

中国経済産業局

エネルギー対策課
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法第15条（中長期的な計画の作成）
特定事業者は、経済産業省令で定めるところにより、定期に、その設置している工場等について

第5条第1項に規定する判断の基準となるべき事項において定められたエネルギーの使用の合理化の目標

に関し、その達成のための中長期的な計画を作成し、主務大臣に提出しなければならない。

２ 特定事業者は、定期に、第５条第2項に規定する判断の基準となるべき事項において定められた非化石

エネルギーへの転換の目標に関し、中長期的な計画を策定し主務大臣に提出しなければならない。

３ 主務大臣は、特定事業者による前項の計画の適確な作成に資するため、必要な指針を定めることが

できる。

４ 主務大臣は前項の指針を定めた場合には、これを公表するものとする。

１－１中長期計画作成の関係法令

法第５条（事業者の判断の基準となるべき事項等）
主務大臣は、工場等におけるエネルギーの使用の合理化の適切かつ有効な実施を図るため、次に掲げる

事項並びにエネルギーの使用の合理化の目標及び当該目標を達成するために計画的に取り組むべき措置に
関し、工場等においてエネルギーを使用して事業を行う者の判断の基準となるべき事項を定めこれを公表
するものとする。（非化石エネルギーへの転換についても定められた）

一 工場等であって専ら事務所その他これに類する用途に供するものにおけるエネルギーの使用の方法
の改善、第145条第1項に規定するエネルギー消費性能等が優れている機械器具の選択その他エネル
ギーの使用の合理化に関する事項（非化石エネルギーを使用する設備についても定められた）
二 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事項であって次に掲げるもの
イ 燃料燃焼の合理化 ロ 加熱及び冷却並びに電熱の合理化 ハ 廃熱の回収利用 ～
へ 電気の動力、熱等への変換の合理化
イ 燃焼における非化石燃料の使用 ロ 加熱及び冷却における非化石熱の使用 ハ 非化石熱を使用
した動力等の使用 ニ 非化石電気を使用した動力、熱等の使用

中長期的な計画作成指針 告示

工場等判断基準（Ⅰ．基準部分、Ⅱ．目標部分）告示
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１－２．中長期計画作成とは

中長期計画とは、目標達成のために、設備改善や設備更新などを行う計画のことで、
ＰＤＣＡサイクルを回すことにより、効果的に進めることができる。概ね以下のような
ステップで進み、社内承認を得た省エネ対策が中長期計画となります。

中長期計画作成（計画＋予算申請・承認）のステップ

項 目 内 容

計画（Ｐｌａｎ）

実施（Ｄｏ）

検証（Ｃｈａｃｋ）

是正（Ａｃｔｉｏｎ）

予算申請・承認

効果の実測・確認

対策の修正、追加・強化

１

２

３

４

対策の実施

エネルギー使用量・費用の把握

優先順位と対策時期の判断・決裁

・老朽設備の洗出し ・更新時期のチェック
・新規設備導入検討 ・設備改善の検討
・同業他社との比較 ・類似優秀事例を参考
・専門家による省エネ診断・省エネ相談

・メーカーへの見積依頼、・補助金等の活
用検討 ・費用対効果試算

・他設備・工事との調整・組み合わせ検討
・中長期的に見て年平均１％改善するか？

対策案の策定
（中長期計画作成指針の活用）

所要投資額・効果の把握

問題点の抽出・省エネ対策の発掘
（判断基準の活用）

備 考

・経営戦略・社内投資査定基準による判断

・「管理基準」計測・記録簿 ・定期報告書

・「管理基準」改訂・追加、計測・記録簿
・実績の解析と計画との比較、差異の把握
・効果の定量的把握

ＳＴＥＰ ＵＰして１．計画（Ｐｌａｎ） に戻る
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定量目標の目安となる水準





非化電気の算出方法について
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非化電気等の算出方法について

各措置における電気の一次換算係数について（省エネ法の手引きP51）





① 今年度の定期報告の「特定第2表」に記載の原油換算kl

（ 2023年度報告値(前年度実績））を記入。

●「特定第2表」記載の「前年度原油換算ｋｌ」ではないので

注意。

② ベンチマーク対象業種である場合のみ記入。(③,④同様)

(ベンチマーク指標に掲げられた事業のみで原油換算

エネルギ－使用量が1,500kl以上である事業者対象)

●報告対象年度において、算定した指標の数値（定期報告書

「特定第6表」の記載値）を記載。

＊ベンチマーク指標の状況は、指標が改定された業種は、

報告対象年度分についても算出できる場合には改定後の

新指標の状況を記入することができる。

③ ②に記載した区分ごとに記入。

④ 本計画書の計画期間中の各年度と、ベンチマーク指標の

見込みを左側から記入。一番左側は提出年度見込み値。

計画期間が5年未満の場合空欄に（－）を記入。

目標年度の欄には、目標年度（2030年度）を記入し目標

年度におけるベンチマーク指標の見込みを記入。

見込みが未定の場合は（－）を記入。

中長期計画書の書き方と記入例（様式第８のⅡ、Ⅲ）
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④

③

②

①

令和４年度「事業者の判断基準（告示〇〇号）」に規
定する一部の事業の区分、目指す水準値が追設。（令和
４年４月１日告示施行）
改定された業種は、ベンチマーク指標の見込みは改定後
の指標で報告。









① 事業全体で使用する電気の非化石比率について、目標

を設定。電気事業者から購入した電気や、燃料を投じて

発電した自家発電気の使用量も含む。

＊いずれの電気の種類についても一次換算係数8.64(GJ/

千kWh)を乗じて算出

＊自家発電気の使用量は、投入熱量でエネルギカウントす

るため発電量は熱量換算しませんが非化石電気使用状況

の算出においては、発電量を熱量換算して算出。

② 事業者全体で使用した電気使用量を原油換算値で記入。

(熱量GJ小計に換算係数 0.0258 kl/GJを乗ずる）

③ 非化石比率に関する2030年度の目標値を記入。

④ 「工場等における非化石エネルギーへの転換に関する事

業者の判断基準（令和５年3月31日告示）の別表第1に

掲げる目安の設定のある５業種８分野に該当する事業者

のみ記入。

⑤ 判断基準に記載の区分、事業名、指標、2030年度定量

目標の目安を記入。

⑥ 各指標のバウンダリーにおいて対象となるエネルギー使

用量を記入。

⑦ 2030年度における各指標に関する目標値を記入。

⑧ 事業者全体の非化石比率を向上するために特に有効と考

えられる指標を記入。（記入は任意）

（例）事業者全体のエネルギー使用量に占める非化石エネル

ギー割合、〇〇製造工程における非化石エネルギー割合

、給湯用の熱エネルギー使用に占める非化石エネルギー

割合

④

中長期計画書の書き方と記入例（様式第８のⅣ）
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①

② ③

⑤

⑨ 設定した指標のバウンダリー対象の原油換算量を記入。

➉ 目標年度は2030年度以外の年度に設置することも可能。

⑥ ⑦
⑧

⑨ ➉

⑤

（注）令和５年度報告については➁の電気使用
量については、本年度報告（前年度実績）の
特定２表電気の使用量小計千ｋWhに8.64GJ/千
ｋWhを掛けた合計GJに0.0258kl/GJを乗じた原
油換算ｋｌを記入ください。





平成30年度の省エネ法改正に伴い、中長期計画書の提出頻度の軽減が行われるよう
になりました。

エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則（抜粋）

（中長期的な計画の提出）
第三十五条 法第十五条第一項、第二十七条第一項又は第三十九条第一項の規定による計画（次項において単
に「計画」という。）の提出は、毎年度七月末日までに、様式第八による計画書一通により行わなければなら
ない。

２ 前項の規定にかかわらず、計画を提出しようとする年度（四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以
下同じ。）の四月一日前に終了した直近の年度（以下この項において「申請前年度」という。）において申請
前年度を含めて過去二年度以上継続して次に掲げる要件のいずれかを満たす者は、当該要件のいずれかを満た
している限りにおいて、計画を最後に提出した日から起算して五年を超えない範囲内で特定事業者、特定連鎖
化事業者又は認定管理統括事業者が定める期間の終期の属する年度の七月末日までに、様式第八による計画書
一通を提出すればよい。

一 エネルギーの使用の効率（その効率を算定しようとする年度に係るエネルギーの使用に係る原単位を当該
年度の四年度前の年度に係るエネルギーの使用に係る原単位で除して得た割合を四乗根して得た割合をいう。
第三十七条第七号において同じ。）が九十九パーセント以下であること。
二 エネルギーの使用の合理化に関する法第五条第一項に規定する判断の基準（以下「判断基準」という。）
に定めるベンチマーク指標に基づき算出される値が判断基準に掲げる目指すべき水準を達成していること。

２－４中長期計画書の提出頻度の軽減について
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（注 意）
ベンチマーク指標を達成した事業が、事業者全体のエネルギー使用量の５０％以上占める場合に
限り、ベンチマーク水準達成となります。







定期報告書の作成
特定事業者

特定事業者（特定連鎖化事業者）等は、毎年、『定期報告書』の提出が必要です。

ここでは『定期報告書』の記入方法について説明します。

なお、資源エネルギー庁ＨＰ/省エネポータルサイトに「定期報告書及び中長期計

画書の記入要領（ＰＤＦ形式）」が公開されています。こちらもご利用ください。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/f

actory/support-tools/data/kojo-kinyuyoryo.pdf

（様式第９ 特定－第１表～第１２表）
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中国経済産業局

エネルギー対策課







定期報告書の作成
エネルギー管理指定工場等

（様式第９ 指定第１表～第１０表）

事業者の設置する工場等のうち、特定－第１０表に記載したエネルギー管理

指定工場等に指定されている工場等及び特定－第１１表に記載した工場等をす

べて記入し、指定工場等単位ごとに提出してください。

ここでは、指定工場等の『定期報告書』の記入方法について説明します。
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定期報告書の書き方と記入例（特定-第１表 ）

➢特定－第１表には事業者の名称・連絡先等を記入

① 経済産業局が通知した特定（特定連鎖化）事業者番号又は

認定管理統括者番号を記入。

② 特定排出者番号を記入。

＜特定排出者番号は環境省HPで検索できます＞
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/search

③ 本社又は本社として機能している事務所の所在地記入

④ 日本標準産業分類の細分類に従い分類の名称及び

番号を記入。

（特定第１２表１特定事業者全体の主たる事業と同じ）

⑤ 選任されているエネルギー管理統括者の所属職名・

氏名を記入。

⑥ 選任されているエネルギー管理企画推進者の所属職名・氏

名・免状番号又は講習修了番号・勤務地を記入

未選任の場合には、作成実務者名等を記入。氏名の後に

（作成実務者）と追記。講習終了番号欄には、選任中と記入。

⑦ 勤務先の代表番号ではなく報告書の内容の問い合せ、注

意事項連絡等可能な電話番号及びメールアドレスを記入。

⑧ 名称・所在地が前回の報告から変更が有る場合には、有を

選択し変更前の名称・所在地を記入。

所在地が経済産業局の管轄を超えて変更となる場合は、
提出前に局に相談してください。
（例：中国５県から東京都への所在地の変更 等）

②
①

③

⑤

④

⑦

⑥

⑧
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転炉ガス 千ｍ３

その他
の

燃 料

都市ガス 千ｍ３

（ ）

産業用蒸気 ＧＪ

産業用以外の蒸気 ＧＪ

温水 ＧＪ

冷水 ＧＪ

小計 ＧＪ

電

気

電気
事業者

昼間買電 千kWh
夏期・冬期における

電気需要平準化時間
帯

千kWh

夜間買電 千kWh

その他

上記以外の買
電

千kWh

自家発電 千kWh

小計 千kWh

合 計ＧＪ

原油換算kl

前年度原油換算kl

対前年度比（％）
備考 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（ ）」とし
ている。 「電気」の「小計」で重複計上をしないこと。

5,807  261,315

③ 「産業用蒸気」には、外部の製造業に

該当する工場から供給された蒸気

量を記入。また、「産業用以外の蒸

気」、「温水」、「冷水」には、熱供給

事業者などの外部から受け入れた

熱量（取引メーター値）を記入。

定期報告書の書き方と記入例 （特定-第２表 ）②
① その他の燃料には「記載されているエネルギー種別以外の燃料」、または推計により「エネルギー種類の

特定できないエネルギー」を記入。

② 都市ガスは「その他燃料 都市ガス」に記入。

・都市ガスの発熱量は地域により相違することから、供給を受けている都市ガス供給事業者に熱量への換算

係数（MJ/m3)を確認する。・・・確認できない場合は『定期報告書記入要領』巻末の別添資料４参照

⑥ 対前年度比は、百分率（％）で計算

し、小数点第２位を四捨五入して

小数点第１位まで記入。

④ 他社の未利用熱を、購入して使用し

た場合は「使用量」と「購入した未利
用熱の量」の両方に記入。

都市ガス（ＬＰＧ） 千m3

41,030 409,069 

都市ガス熱量は13A標準の

場合、発熱量（換算係数）

45MJ/m3で算定

13,339  123,786

⑤ 使用量、販売した副生エネルギー

の量、熱量GJ、合計GJ、原油換算

量は、原則小数点第1位を四捨五入

して整数を記入。

486      4,743

(24,500) 244,265

601       613

273,212

②

③

55,569 537,598
810,810

20,919

22,622

92.5 ⑥
⑤

④

①

713

購入した未利用熱がある場合
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② 省エネ法の昼夜間の買電量は、一般電気事業者の検針票等にある昼夜間の電気使用量とは異なるので注意

昼間の買電量は、検針票等の『力率測定用有効電力量』という欄がある場合、これが省エネ法の昼間買電に該

当。夜間買電は、全使用電力量から力率測定用有効電力量を引いて算出。 区分できない場合は、すべて昼間

買電として記入。

④ 自家発電した電気のうち、自らが使用した

電気の量を記入。（燃料の方で熱量にカウ

ントされているため熱量は記入しない）

⑤ 他社に販売した電気の量は、「自家発電」

の「販売した副生エネルギーの量」の欄

に記入、ただし、化石燃料分に限る。

昼間買電：８時～２２時
夜間買電：２２時～翌８時

・高圧電力等の季時別などの契約は、
昼間買電＝力率測定用有効電力量
夜間買電＝全使用電力量

－力率測定用有効電力量で計算
・従量電灯、低圧電力などの契約の場合では、
力率測定用有効電力量が分からないため、
すべて昼間買電として計算

定期報告書の書き方と記入例 （特定-第２表 ）③
① 電気事業者の欄は、一般送配電事業者、送電事業者及び特定送配電事業者が維持し及び運用する電線路

を用いて供給を受ける電気の量を記入。

③ 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」の電気使用量は、昼間買電量のうち夏期（７～９月）・冬期（１２
月～翌年３月）の電力量を記入。（一般的には７／１２か月≒ 「昼間買電」の約60％）

昼間買電の内数のため「（ ）」としている。

「電気」の「小計」に重複計上しないこと。

転炉ガス 千ｍ３

その他
の

燃 料

都市ガス 千ｍ３

（ ）

産業用蒸気 ＧＪ

産業用以外の蒸気 ＧＪ

温水 ＧＪ

冷水 ＧＪ

小計 ＧＪ

電

気

電気
事業者

昼間買電 千kWh
夏期・冬期における

電気需要平準化時間
帯

千kWh

夜間買電 千kWh

その他

上記以外の買
電

千kWh

自家発電 千kWh

小計 千kWh

合 計ＧＪ

原油換算kl

前年度原油換算kl

対前年度比（％）

備考 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（ ）」とし
ている。 「電気」の「小計」で重複計上をしないこと。

③

④

②

都市ガス（ＬＰＧ） 千m3

5,807  261,315  

601       613

273,212

41,030 409,069

⑤

486    4,743

13,339 123,786

55,569 537,598

810,810

22,622

92.5

20,910

①

713 319   3,113

80
3113

(24,500)244,265
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第３表 ）①

第３表１ エネルギーの使用に係わる原単位＝（A－B－B’）／E

第３表２ 電気需要平準化評価原単位
＝（A＋A’（評価係数－1）－B－B’）／E

Ａ＝ エネルギー使用量（燃料の使用量、他人から供給された熱及び電気の使用量）
Ｂ＝ 販売した副生エネルギーの量 Ｂ’＝購入した未利用熱の量
E＝エネルギーの使用量と密接な関係をもつ値
（例：生産数量、売上高、建物床面積、入場者数、外来者数、ベッド数×稼働率 等）
A’＝電気需要平準化時間帯の買電量（夏季（７月～９月）、冬季（12月～3月）の昼間の買電量)

評価係数＝1.3

※「A」、「A’」、「B」 、「B’」は原油換算kℓとして計算
原油換算（kℓ）＝熱量（GJ）×0.0258（kℓ／GJ）

0.3

原単位計算式の説明

「電気需要平準化評価原単位」
電気需要平準化時間帯における電気使用量を削減した場合、これ以外の時間帯における削減よりも
原単位の改善率への寄与が大きくなるよう、電気需要平準時間帯の電気使用量を１．３倍して算出
するもの。 これにより、電気需要平準化時間帯の電気使用量の変化に伴う原単位の変動が、エネル
ギー消費原単位に比べ大きく評価されることとなる。
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「エネルギー消費原単位（エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値）の考え方」資源エネルギー庁HPより

「エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値（E)」の設定例
なお、原単位の計算結果が小さな値（例、0.001234）になる場合には、密接な関係を持つ値を桁上げ

（例 ㎡→千㎡ 等)してください。

定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第３表 ）④

製造部門 業務部門

重量 ｔ（トン） 建物床面積 ㎡

金額 円 面積×時間 ㎡×時間

個数 個 体積（空調空間） ㎥

面積 ㎡ 面積×人数 ㎡×人

生産量 本、枚、㎥等 人数 人
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第４表 ）①

➢事業者の過去５年間のエネルギー使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変
化状況を記入
① 原単位（特定－第３表のⓌ又はⓌ’）、対前年度比（％）（特定－第３表のⓎ又はⓎ’）を記入

当該年度の値が最右欄となるように記入。

●２０２０年度以前の欄は前年度の定期報告書の特定第４表から記入年度を合わせ転記

② 事業者全体の原単位を算出が困難な場合は対前年度比のみ記入。

③ ５年度間平均原単位変化は、過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値を４乗根し、

小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入。

5年度間平均原単位変化＝（ Ⓙ × Ⓚ × Ⓛ × Ⓜ ）1/4 （％） 。

【事業者全体の原単位の算出が可能な場合】

１ エネルギーの使用に係る原単位

年度 年度 年度 年度 年度
５年度間

平均原単位変化

エネルギーの使用に係る原
単位

対前年度比（％） Ⓙ
①

3.244 3.247          2.906          2.819         2.796

100.1 Ⓚ 89.5 Ⓛ 97.0 Ⓜ 99.2          96.4

１ エネルギーの使用に係る原単位

年度 年度 年度 年度 年度
５年度間

平均原単位変化

エネルギーの使用に係る原
単位

対前年度比（％） Ⓙ100.1 Ⓚ 89.5 Ⓛ 97.0 Ⓜ 99.2          96.4

【事業者全体の原単位の算出が困難な場合】

③

③

事業者全体の原単位はないため空白のまま

2018 2019 2020 2021 2022

2018 2019 2020 2021 2022

年度表記が西暦に
統一されています
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第５表 ）①
➢過去５年度間の原単位が年平均１％以上改善できなかった場合、事業者の報告対象年度の

原単位が前年度に比べ改善できなった場合にその理由を記入。

①過去５年度間のエネルギーの使用に係わる原単位又は電気需要平準化評価原単位が年平均１％以上改善
できなかった場合（第４表の５年度間平均原単位変化が９９．０％を超えた場合）は、その理由を（イ）又は（ハ）
に具体的に記入。

②前年度に比べエネルギーの使用に係わる原単位又は電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合
（特定－第４表の対前年度比 Ⓜ又はⓂ’ が１００．０％以上）は、その理由を（ロ）又は（ニ）に具体的に記入。

③改善できなかった理由に外的要因を含む場合は、できるだけ関連性を明確にし、定量的に分析し、簡潔にまと
めて記入。

１ 事 業 者 の 過 去 ５ 年 度 間 の エ ネ ル ギ ー の 使 用 に 係 る 原 単 位 が 年 平 均 １ ％ 以 上 改 善 で き な か っ た 場 合 （ イ ）
又は事業者のエネルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由

（イ）の理由

（ロ）の理由

備考 （イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。

a.2019年度より主力事業の一つである○○事業から撤退し、新たに高機能素材の製造・販売を開始した。そのため、密接な値となる販売金
額は５年度平均１１１．３％（＋１１．３％）と増となったが、高機能素材製造によりエネルギー使用量は５年度平均１３８．７％（＋３８．７％）と大
幅増となり、原単位年平均１％以上は改善できなかった。業態変化によるものであるが、至近２年度間の推移を見ると、高機能素材製造ライン
の省エネルギー取組により、全社のエネルギー使用量も○○klから□□kl（▲○％）と減少している。
b.2019年度より、製品の高品質化要求があり、仕様変更が生じ△△工程が追加となった。このため、生産単位重量当たりのエネルギー使用
量が、＋○％の増（○○kl/t→□□kl/t）となり、この製品が当社総生産量に占める割合も増となったため、密接な値の生産量は大きな変動
はないが、５年度平均の原単位年平均１％以上は改善できなかった。業態変化によるものであるが、至近２年度間の推移を見ると、省エネル
ギーへの取組により、全社のエネルギー使用量も○○klから□□kl（▲○％）と減少している。

a.2022年度にA事業所の照明の蛍光灯５２０灯をLED照明に取替を実施し、全社エネルギー使用量を○％低減させたが、6月から9月にかけ
て前年に比べ平均気温が高く推移（○○気象台データ6月＋０．２℃、7月＋０．２５℃、 8月＋０．３℃、 9月＋０．３℃）したため、全社の原単
位は対前年度比３％の悪化となった。

b.2022年度から、入院患者への熱中症対策を十分とることとの○○からの指導を受け、各病室内温度・湿度設定を従来の○℃から○℃
（○％から○%）に設定を変更したことにより、エネルギー使用量が増加し、対前年度比■％と悪化した。外的要因と考える。今後は、運用の
適正化を図ることにより、省エネルギーへの取り組みを進めて行く。

①

②
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第５表 ）②

原単位が５年度間平均年１％以上改善、前年度に比べ改善できなった場合の理由等の事例

• 製品価格の低下、付加価値生産額の減少、出荷・販売金額の減少
• 生産抑制、減産対策（生産重量、生産個数等の減少）
• 生産設備の故障、トラブル
• 生産設備の劣化、効率の低下
• 生産構成の変動 （工場間の生産品目移転、分社化、外注化、海外移転、自社製造化等)
• 原材料等の構成の変動
• 市場ニーズ対応（小ロット多品種化、高級化、高付加価値化等）
• 環境対策（公害防止、地球環境対策、作業環境対策等）
• 生産性向上対策（自動化、ロボット化、生産能率向上対策等）
• 資源保護対策（原材料の再使用、再利用等）
• 生産空調（クリーンルーム、恒温室等）の増強
• 気候異変（猛暑、厳寒、渇水等）
• 試運転、試作品等の増加
• 燃料等の構成の変動（燃料転換、廃棄物燃料割合の増減、再生エネルギー割合の減等）
• 運転時間の変動
• 蓄電地システムの導入
• エネルギー種転換（熱⇔電気） など

➢外的要因とは、生産数量の減少、販売単価低下による販売金額の減少、高付加価値化製品製
造のための生産工程増大、業種・業態の変更、工程の変更、気象変動（気温・降雨量など）等、
エネルギー使用合理化努力と直接関係ない要因をいう。
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第６表 ）②
➢ベンチマーク指標及び中長期に目指す水準には、『ベンチマーク指標の状況』を記入

令和４年度から「事業者の判断基準（告示）」に規定する一部の事業の区分、算定方法、

目指す水準値が変更。（令和４年４月１日告示施行） ＊詳細は、中長期計画書記入要領参照。
＊令和５年度定期報告分から適用。なお、中長期計画書（令和５年度報告分）の指標見込みは、

改定後で報告。

【区分】【ベンチマーク対象事業】 (目指すべき水準)
１Ａ 高炉による鉄鋼業 0.531 kℓ/t以下

１Ｂ 電炉による普通鋼製造業 0.150 kℓ/t以下

１Ｃ 電炉による特殊鋼製造業 0.360 kℓ/t以下

２A 電力供給業 A指標1.00以上

B指標44.3%以上

２B 石炭火力電力供給業 43.00％以上

３ セメント製造業 3,739MJ/t以下

４Ａ 洋紙製造業

(再生可能エネ使用率72％以上： 6,626MJ/t以下）
(再生可能エネ使用率72％未満：算定式による )

４Ｂ 板紙製造業 4,944MJ/t以下
５ 石油精製業 0.876以下

６Ａ 石油化学系基礎製品製造業 11.9GJ/t以下

６Ｂ ソーダ工業 3.00GJ/t以下

＜ベンチマーク指標及び中長期的に目指すべき水準（改定後）＞ 赤字：令和5年4月1日から運用開始

【区分】【ベンチマーク対象事業】 （目指すべき水準）
７Ａ 通常コンビニエンスストア業 707kWh/百万円以下

７Ｂ 小型コンビニエンスストア業 308kWh/百万円以下

８ ホテル業 0.723以下

９ 百貨店業 0.792以下

１０ 食料品スーパー業 0.799以下

１１ ショッピングセンター業 0.0305kℓ/㎡以下

１２ 貸事務所業 1.0以下

１３ 大学 0.555以下

１４ パチンコホール業 0.695以下

１５ 国家公務 (算定方法変更） 0.700以下

１６ データセンター業 1.4以下

１７ 圧縮ガス・液化ガス製造業
LNG冷熱利用事業者 0.077kl/千N㎥以下
その他の事業者 0.157kl/千N㎥以下
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving

_and_new/saving/enterprise/factory/support-

tools/index.html

定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第６表 ）③

次業種のベンチマーク指標計算エクセルシートが、資源エネルギー庁の
ホームページ 省エネポータルサイトから入手できます。

・電炉の普通鋼,特殊鋼製造業 ・洋紙製造業 ・板製造業

・ホテル業 ・百貨店業 ・食料品スーパー業 ・ショッピングセンター業
・貸事務所業 ・大学 ・パチンコホール ・国家公務 他

食料品スーパー業の例
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設備の名称 〇〇発電所1号機

燃料種ごとの基本情報
（ ① 燃料種名、② 年間使用量、
③熱量構成比（％）、
④原料原産国（バイオマスのみ記入））

①石炭、②200,000ｔ、③92％、④－
①木材チップ、②40,000ｔ、③5％、④日本
①パーム椰子殻、②10,000ｔ、③3％、④マレーシア

設備から得られた電気のエネルギー量
(千kWh)

590,000 

設備から得られた熱のエネルギーのうち
熱として活用された量(GJ)

0 

設備に投入したエネルギー量(GJ) 5,600,000 

設備に投入した副生物のエネルギー量
(GJ)

0 

設備に投入したバイオマスのエネル
ギー量(GJ)

460,000 

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電設備のうち、副生物又はバイオマスを投入した発電設備については

投入した副生物又はバイオマスのエネルギー量等、熱電併給型動力発生装置については熱として活用した量等を記入すること。

③ 電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施した措置に関し、参考となる情報

定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第７表 ）②

②-2 副生物若しくはバイオマスを投入した発電設備又は熱電併給型動力発生装置につ
いて記入（該当設備についてすべて記入）

③ 電力供給業のベンチマーク対象者同士で、ベンチマーク指標向上に向けた
共同取り組みを実施している場合に、共同取り組みの内容、相手など記入
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第８表 ）②
➢ 事業者としての『判断基準』の遵守状況を報告
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特定－第９表 その他事業者が実施した措置

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項

措置の概要

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項

措置の概要

定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第９表 ）①
➢ 当該年度に実施したエネルギーの使用の合理化・電気の需要の標準化に関する措置を記入。

特定工場等のみで実施の場合には、当該工場の名称を記入

１．省エネ推進責任者会議（6回/年）

２．省エネ事例発表会開催（2回/年）を実施。なお、特に省エネ効果の高い優秀事例３件については、社長表彰を実施した。

３．各工場で実施

（１）省エネパトロール：職場における生産設備・空調・照明等の維持管理状況の確認（２回/年）

（２）省エネ勉強会：省エネメンバーを対象として実施（２回/年）

（３）省エネ月間行事の開催（２月）

１．2021年にガスエンジン・コージェネレーション設備（○○kW）を導入。季節別時間帯別料金契約を締結しており、夏期のピーク時

間帯において、夏期のピーク時間帯において発電を増出力させ、○○kWの削減を行った。

２．蓄電池（○○kW）を導入し、夜間に充電し、昼間の○時～△時の時間帯に使用することで、前年度から昼間時間帯の電気使用

量を○○kWh削減した。

３．排水処理施設の曝気槽のブロワーを24時間運転から昼間は可能な限り間欠運転敏夜間に連続運転する見直しを行った。

４．デマンド監視装置を導入し、設定値に近づいた場合には、空調等の負荷調整を行い、契約電力（○○kW→○○kW）を変更した。
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➢ 昨年度（提出免除の事業者は直近）に提出した中長期計画書のⅡの３(計画内容及びエネルギー使用合

理化期待効果）に記載した計画内容のうち、報告対象年度に実施することとされている内容を転記。

なお、中長期計画書に記載がないものについても記入可能。その場合、「中長期計画書記載の有無」は

「無」と記載。

●工場、本社、営業所を含む全ての工場等が対象となる場合は、“全ての工場”等と記入。

特定工場等のみで実施の場合には、当該工場の名称を記入。

➢ 「実施状況」では、各計画内容の実施状況を記載。なお、複数年度にわたって実施する場合は、報告対象

年度に実施予定であった部分の実施状況を記載。

〇：予定通り実施 △：計画より小規模の投資、実施の遅延があったが実施

×：未実施 －：中長期計画書に記載なし

定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第９表 ）②

高効率変圧器へ更新 製造業１（５） ○○工場 有 〇
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第９表 ）③

➢ 新設した発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ）を記入

３ 新設した発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

設備の名称
○○火力発電所１号機

設備を設置した工場等の名称 〇〇発電所

設備を設置した工場等の所在地
〒

運転開始年月日 年 月 日

設備容量(kW） １００，０００

燃料種ごとの基本情報
（①燃料種名、②年間使用量、③熱量構成比
（％）、④原料原産国（バイオマス燃料のみ記
入））

①石炭 ②200,000ｔ ③92％ ④－
①木材チップ ②40,000ｔ ③5％ ④日本

①パーム椰子殻 ②10,000ｔ ③3％ ④マレーシア

設計効率（発電端・HHV)(％) 37.9 ％ ( 41.3 ％)

設備から得られる電気のエネルギー量(千kWh) ５９０，０００
設備から得られる熱のエネルギーのうち熱とし
て活用された量(GJ)

０

設備に投入するエネルギー量(GJ) ５，６００，０００

設備に投入する副生物のエネ
ルギー量(GJ)

０

設備に投入するバイオマス燃
料のエネルギー量(GJ)

４６０，０００

発電専用設備の新設に当たっての措置の適用
に関する配慮事項

平成２６年９月１０日に△△株式会社と主要機器の仕様指定を含む契約を締結

新設時想定する項目を記入

新設時想定する定格の発電効率を記入
例) 石炭専焼時（バイオマス混焼時）

発電効率の算出に用いた新設時に
想定する年間の量を記入
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第９表 ）④
➢ バイオマス混焼等を行う発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

（１）バイオマス燃料を混焼し、平成28年度以降に運転開始したもの（次に掲げるものを除く。）

（２）バイオマス燃料又は副生物を石炭と混焼し、平成31年度以降に発電専用設備の新設に当たっての措置の

適用をうけるもの ⇒ （２）に該当する場合、月別燃料熱量構成比、実績効率のうち「4月」から「3月」の欄の記載は不要

４ バイオマス混焼等を行う発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

報告対象年度 年度

設備の名称
○○火力発電所３号機

設備を設置した工場等の名称
○○火力発電所

設備を設置した工場等の所在地
〒

運転開始年月日 年 4 月 15 日

設備容量（kW） ２５０，０００

設計効率(発電端・HHV)(％) ％ ( ４５．３ ％)

燃料種ごとの基本情報
（ ① 燃料種名、② 年間使用量、③熱量構成比
（％）、④原料原産国（バイオマス燃料のみ記
入））

①石炭 ②５５６,000ｔ ③８２．３％ ④－
①木材チップ ②２８７,000ｔ ③１１．６％ ④日本
①パーム椰子殻 ②５９，５00ｔ ③６．２％ ④マレーシア

設備から得られた電気のエネルギー(千kWh) 1,800,000
設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として
活用された量(GJ)

0

設備に投入したエネルギー量(GJ) 17,384,620
設備に投入した副生物のエネルギー(GJ) 0
設備に投入したバイオマス燃料の
エネルギー量(GJ)

3,080,000

月別バイオマス燃料熱量構成比（％）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

18.4 17.8 17 2 18 2 18.4 17 5 18.0 17.4 18.3 16.9 17.3 17.2 17.7

月別実績効率（発電端・HHV）（％）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

45.9 45.8 44.9 45.1 45.1 44.9 45.0 45.3 45.7 44.9 45.4 45.4 45.3

発電設備新設に当たっての措置の適用に関
する配慮事項

２０２２

２０1６

３７．３
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定期報告書の書き方と記入例 （ 特定-第１０表 ）
➢事業者の設置するすべてのエネルギー管理指定工場等の所在地等を記入

① 設置するすべての工場・事業場のうち、『エネルギー管理指定工場等』の指定を受けている工場等を

すべて記入。

② 使用量の変化等により指定区分の変更手続きが必要な場合（１種⇒２種、２種⇒１種）には、

該当する工場の（指定区分の変更手続きが必要□）の欄に■又は☑印を付すこと。

●１種・２種の指定取消の場合は、変更手続きが必要にチェックするのでなく、別途「エネルギー管理

指定工場等指定取消申出書」の提出が必要

③ この表に記した工場等は、指定－第１表～１０表も提出が必要。

④ 工場等の名称が変更となった場合は、「工場等の名称」の欄内に変更前名称を下段に追記、また、

指定第１表「エネルギー管理指定工場等の名称」欄内にも変更前の名称を下段に追記。

二

０００００６１ 広島工場

海田工場（変更前）

730-００００
広島県○○○○

730-００００
広島市○○

本社

製鋼・製鋼圧
延業

主として管理
事務を行う本
社等

2  2  2  1

④

０００００６２ 2  2  0  0
■

②

一
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定期報告書の書き方と記入例（ 特定第１２表６の１,２,３）⑤
➢第１２表６：調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量（国内クレジット、

オフセット・クレジット（J-VER）、グリーンエネルギーＣＯ２削減相当量、Ｊ－クレジット、JCMクレ
ジット）を記入
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定期報告書の書き方と記入例（ 特定第１２表６の４＆表７）⑥

➢第１２表６の４：非化石証書の種別ごとに記載
全ての非化石証書のの量について、特定排出者が所有することを確認できる
資料を添付

➢第１２表７：権利利益の保護に係わる請求及び情報の提供の有無について記入





定期報告書の書き方と記入例 （指定-第１表 ）

※※※※※61

□□株式会社 広島工場

730-００００
広島県広島市西区○○○○

082 224 ××××
082       224     ××××

生産技術課 副長
省エネ 三郎

01-2015–3-＊＊＊＊＊

➢『エネルギー管理指定工場等』の指定を受けている工場等は、指定－第１表～第１０表を添付
指定－第１表では、指定工場・事業場の名称、指定工場番号などを記入

① 管理指定工場等番号、名称、所在

地、主たる事業・細分類番号、エネ

ルギー管理者（員）の職名・氏名・

連絡先等を記入

② エネルギー管理者を複数選任して

いる場合は、代表者１名を記入

（ツール及びエクセル使用の場合、

複数の記載が可能）

（※）指定を受けていない工場等につ

いては指定工場番号、エネルギー

管理者（員）の記載は不要

shouene@meti.go.＊＊

製鋼・製鋼圧延業

1222

（※）

（※）

☆ エクセルツール作成報告書のフッターに特定事業所番号と指定工場番号が印刷されます。
特定事業者番号が指定工場番号（特定と指定の番号が同じ）となっているものを見受けます。
修正は「STEP1（第1入力頁）」シートの行No10に特定事業者番号を入力
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③ 夏期・冬期における電気需要平準化時間帯の
電気使用量は、電気事業者からの夏期（７～９
月）・冬期（１２月～翌年３月）の昼間買電量を記
入

「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」に
ついては、昼間買電の内数のため「（ ）」としてい
る。 「電気」の「小計」に重複計上しないこと

定期報告書の書き方と記入例 （ 指定-第２表 ）

① 指定－第２表の記入方法は、特定－第２表と

ほぼ同一

「その他の燃料」に記載する都市ガスは、地域に

より発熱量が相違することから、供給を受けている

都市ガス供給事業者に熱量への換算係数（MJ/m3)

を確認する。・・・確認できない場合：『定期報告書記

入要領』巻末の別添資料４参照

使用した都市ガスの熱量換算係数を欄外に記入

➢管理指定工場等のエネルギーの使用量、販売した副生エネルギーの量及び購入した未利用熱を記入

② 電気事業者の欄は、一般送配電事業者等が
維持し及び運用する電線路を介して供給を受
ける電気の量を記入

④ 使用量、販売した副生エネルギーの量、購入し

未利用熱の数値、熱量GJ、合計GJ、原油換算量は、

原則小数点第1位を四捨五入して整数を記入

⑤ 対前年度比は、百分率（％）で計算し、小数点

第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入

指定－第２表 エネルギー管理指定工場等のエネルギーの使用量及び販売した副生エネルギーの量

エネルギーの種類 単位

8 8 年度

使用量 販売した副生エネルギーの量 購入した未利用熱の量

数値 熱量ＧＪ 数値 熱量ＧＪ 数値 熱量GJ

燃

料

及

び

熱

原油(コンデンセートを除く。) ｋｌ

原油のうちコンデンセート NGL) ｋｌ

揮発油 ｋｌ

ナフサ ｋｌ

灯油 ｋｌ

軽油 ｋｌ

Ａ重油 ｋｌ

Ｂ・Ｃ重油 ｋｌ

石油アスファルト ｔ

石油コークス ｔ

石油ガス

液化石油ガス （ＬＰＧ） ｔ

石油系炭化水素 ガス 千ｍ３

可 燃 性
天然ガス

液化天然ガス （ＬＮＧ） ｔ

その他可燃性天然ガス 千ｍ３

石炭

原料炭 ｔ

一般炭 ｔ

無煙炭 ｔ

石炭コークス ｔ

コールタール ｔ

コークス炉ガス 千ｍ３

高炉ガス 千ｍ３

転炉ガス 千ｍ３

その他の
燃 料

都市ガス 千ｍ３

( )

産業用蒸気 ＧＪ

産業用以外の蒸気 ＧＪ

温水 ＧＪ

冷水 ＧＪ

小計 ＧＪ

電

気

電気
事業者

昼間買電 千kWh

夏期・冬期における 電気需要平
準化時間帯 千kWh ( ) ⓗ )

夜間買電 千kWh

その他

上記以外の買電 千kWh

自家発電 千kWh

小計 千kWh

合 計ＧＪ

原油換算kl ⓐ ⓑ ⓑ’

前年度原油換算kl

対前年度比 ％） -

19           697

1             19

243         9,501

21        1,067

5,807     261,325

601             613

273,212

28,753     286,667

17,289     172,371

11,817    109,662   

486        4,743

41,956    401,073 

674,2855

17,397

18,808

92.5

ガスグループ13A 都市ガス換算係数○○MJ/m3

2022
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定期報告書の書き方と記入例 （ 指定-第３表 ）

①判断基準のⅠ（基準部分）「新設に当たっての

措置」の設備、又はⅡ（目標部分）の設備、

「中長期的な計画の作成のための指針」の設備、

その他省エネに係わる設備を記入

●①以外の設備は、③に記入

※定期報告書記入要領Ｐ１３２～１３４の設備例

を参照

➢エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーを消費する主要な設備の概要、稼働状況及び新設、改造又
は撤去の状況を記入

空気ブロア
ルーツ式

8.5kW×4台

365日/年
24時間/日

令和2年5月更新

変圧器 500kVA×3台
200kVA×4台

機械加工設備 合計870kW（70
台）

電気乾燥炉
トンネル炉
（75kW×4台）

365日/年
24時間/日

メッキ・塗装設備 合計 280 kW 

空気圧縮機
110kW×10台
55kW× 5台

貫流ボイラー 2t/h×3台
250日/年
10時間/日

① ②

③

④

250日/年
10時間/日

250日/年
10時間/日

250日/年
10時間/日

365日/年
24時間/日

②年間稼働日数と１日の平均稼働時間を記入

③原則として、各設備の年間のエネルギー消費量
の総計が、当該工場の総エネルギー使用量の
８割を網羅するように記入

＊該当する設備がそれぞれ３０を超える場合は、
設備群にまとめるなどして３０以内とする

④新設や改造、撤去欄は、記入した設備等の

うち、当該年度に新設等を実施した場合に記入

高効率変圧器

高効率変圧器

高性能ﾎﾞｲﾗｰ

5000kVA×1台

200kVA×5台

蒸発量10t/h 250日/年
15時間/日
250日/年
10時間/日

365日/年
24時間/日
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指定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位

１ エネルギーの使用に係る原単位

年度 対前年度比（％）

原単位 ＝
エネルギー使用量(原油換算kl)(指定-第２表ⓐ-ⓑ-ⓑ')

生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値(指定－第４表ⓒ)

２ 電気需要平準化評価原単位

年度 対前年度比（％）

電気需要平準化
評価原単位 ＝

電気需要平準化時間帯買電量評価後の
エネルギー使用量(原油換算kl)

生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値(指定－第４表ⓒ)

定期報告書の書き方と記入例 （指定-第５表 ）

②電気需要平準化評価原単位 ＝ （エネルギー使用量㎘

＋ 夏期・冬期電気需要平準化時間帯買電量GJ × 0.0258 × 0.3） ／ 密接な関係をもつ値

２０２２

0.2500 93.1

２０２２

②

➢指定－第５表は、管理指定工場のエネルギーの使用に係わる原単位及び電気需要平準化
評価原単位を記入

0.2400 92.6

③ 電気需要平準化評価原単位の算定に使用するエネルギーの使用量と密接な関係をもつ値（原単位の

分母）は、エネルギー使用量に係わる原単位の算定と同一

① エネルギーの使用に係わる原単位 ＝ エネルギー使用量kℓ ／ 密接な関係をもつ値

①
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① 直近５年度間の原単位及び対前年度比（％）を記入。最右欄が当該年度となるように記入

●直近５年度間の途中で報告義務が発生した場合には、報告を始めた年度の値から記入

●原単位については、原則、有効数字４桁で記入

② ５年度間平均原単位変化は、過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値を４乗根し、

小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入。（５年度間データがない場合は算定不要）

（ⓓ×ⓔ×ⓕ×ⓖ）1/4 （％）

定期報告書の書き方と記入例 （指定-第６表 ）

②

➢過去５年度間の管理指定工場のエネルギーの使用に係わる原単位及び電気需要平準化
評価原単位の変化状況を記入

96.8 98.0 98.6 93.1 96.6

①

96.8      98.5     98.3      92.6       96.5

0.2764   0.2675    0.2635   0.2590    0.2400

2018       2019        2020 2021        2022

2018        2019        2020        2021        2022

0.2867 0.2775 0.2721 0.2684   0.2500
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定期報告書の書き方と記入例（ 指定-第７表 ）

生産が多品種小ロットとなり（2017/’18/’19=6種類/9種類/12種類）、

加えて高品質化の要求から製造工程数が増加（○○工程において
○○作業が追加）したため、１％以上の改善ができなかった。

➢（イ）過去５年度間のエネルギーの使用に係わる原単位及び（ハ）電気需要平準化評価原単位
が年平均１％以上改善できなかった場合（９９．０％を超えた場合）に記入

➢（ロ）エネルギーの使用に係わる原単位及び（ニ）電気需要平準化評価原単位が前年度に比べ
改善できなかった場合（１００．０％以上の場合）に記入

顧客先より、製品の高品質化の要求が有り、仕上げ工程数が増加し
たため、生産量ほ微増（対前年度比＋2%）であったが、エネルギー
量の増が大きく（対前年度比（＋3.19%）となり、対前年度比が悪化
した

顧客先より、年間を通じて、製品の高品質化の要求が有り、仕上
げ工程数が増加したため、対前年度比が悪化した

75



定期報告書の書き方と記入例 （ 指定-第８表 ）①

『判断基準』は①専ら事務所と②工場に別々に
設定されている。

<日本標準産業分類（総務省ＨＰ）>

①専ら事務所 ： Ｇ情報通信業、Ｈ運輸業・郵便

業、Ｉ 卸売業・小売業、Ｊ金融業・保険業、Ｋ不

動産業・物品賃貸業、Ｌ学術研究・専門・サービ

ス業、Ｍ宿泊業・飲食 サービス業、Ｎ生活関連

サービス業・娯楽業、Ｏ教育・学習支援業、Ｐ医

療・福祉、Ｑ複合サービス業、Ｒサービス業、

Ｓ公務、Ｔ分類不能の産業等が該当

②工場 ： Ａ農業・林業、Ｂ漁業、Ｃ鉱業・採石

業・ 砂利採取業、Ｄ建設業、Ｅ製造業、Ｆ電気・

ガス・ 熱供給・水道業等が該当。ただし、本分

類におけ る「主として管理業務を行う本社」及

び「その他 の管理、補助的に経済活動を行う

事業所」に該当する場合は「専ら事務所」として

ください

「専ら事務所」に該当するものの、エネルギー
の使用実態に鑑み、②工場の判断基準を順守
することが適当である場合（例：廃棄物処理業
に該当する工場、製造ラインを有している研究
所等）には、②工場の判断基準の順守状況を
記入してください

➢指定-第８表は、指定工場等における『判断基準』の遵守状況を記入

①

②
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① 項目ごとに設定状況を選択し、一部設定済の場合は概ね何％の進捗状況かを整数記入

② 自ら定めた管理標準がどの程度遵守されているか、その実施状況を選択

➢工場の場合の記入例を示す。

定期報告書の書き方と記入例 （指定-第８表 ）③

●管理標準の作成が、一部設定済（例）８０％であれば、設定済８０％の管理標準についての実施状況を答
える。管理標準が未設定であれば、論理的な整合性から実施していないとなる。

③ 当該年度に新設・
更新がなければ「該当
なし」に■か✔点を記
入
④ 該当すると考えら
れる設備が、工場に設
置されていない場合は、
該当項目の欄に斜線を
記入

④

③

②

①
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定期報告書の書き方と記入例 （指定-第８表 ）④
➢ 工場等（専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等を除く。）に設置する発電専用設備又は

コージェネレーション設備の発電効率等の状況に関し、参考となる情報を「備考欄」を参考に記入
（出力が1,000kW以上の発電専用設備又はコージェネレーション設備のみ記入）

➢ 発電設備出力が1,000kW以上の設備を記入。石炭火力電力供給業における石炭火力はベンチマークと
同様に調整力稼働による補正値を加算することができる。



定期報告書の書き方と記入例 （指定-第９表 ）
➢ 当該年度に実施した管理指定工場等のエネルギーの使用の合理化・電気の需要の標準化に関する措置を記入

１．省エネルギー推進員を対象とした省エネ勉強会において、電力需要平準化

のテーマも併せて実施（２回/年）

１．省エネルギー推進員による生産設備・空調・照明等の維持管理状況の

省エネパトロールを実施（２回/年）

２．省エネルギー推進員を対象とした省エネ勉強会を実施（２回/年）

３．省エネ月間行事の開催（２月）
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定期報告書の書き方と記入例 （指定-第１０表 ）
➢ エネルギー管理指定工場等のエネルギーの使用に伴って発生するＣＯ２の温室効果ガス算定排出量

排出量の算定係数、権利利益の保護に係わる請求及び情報の提供の有無を記入

0.000561   中国電力（株）メニューC（残差）の基礎排出係数 電気事業者からの買電に適用

４３，２７４
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省エネルギー法に基づく
エネルギー管理標準

「空気調和設備（エアハン）」
管理基準

整理番号：
改訂： 頁：１／

１．目的
このエネルギー管理標準は、省エネルギー法第５条並びに告示「判断基準」に基づき、
運転管理、計測記録、保守点検、新設措置を適切に行い、エネルギーの使用の合理化を
図ることを目的とする

２．適用範囲
事務所等に設置された空気調和設備（エアハン）に適用する

項
目

判断基
準番号

内 容 管理基準
参照

マニュア
ル

運
転
管
理

(1)①ｱ 1．空気調和設備
(1)事務所等の執務室・応接室・会議室等の区画を設定し、
ブラインドの管理等による負荷軽減、当該区画ごとに運
転時間、温度、湿度等を設定する
①夏季の冷房温度、冬季の暖房温度は、政府推奨温度に
設定
②中間期は空調を停止し、主として外気冷房を行う
③空調時間の短縮
・始業時：室内および外気温度を勘案して運転を開始
・就業時：就業前に停止し残業時の空調は申請／許可
制とする

④外気取り入れ機能がある場合
・室内CO2濃度1,000ppm以下を確保できる範囲で外気量を
調整
・運転開始時の予冷・予熱時は外気を導入しない

事務所等全箇所
応接室、会議室、
休憩室の不使用
時は、不使用と
する
・夏：２８℃
冬：２０℃

・使用時刻は、
原則として始業
時～終業時

運転操作
マニュア
ル
空調設備
運用マ
ニュアル

(1)①ｳ (2)設備の管理は外気条件の負荷変動等に応じた管理
①冷温水温度、冷却水温度、圧力、流量の設定

冷水温度：○℃
温水温度：○℃
冷却水温度：
○℃
冷却水圧力：
○Mpa
冷却水流量：○
㎥/h

(1)①ｴ (3)複数の空調熱源設備の総合的エネルギー効率の向上
①夏期（7月中旬～9月中旬）、冬期（11月中旬～4月中
旬）は、全数運転とし、その他の期間は1台停止する
②中間期の春期（4月中旬～7月中旬）、秋期（9月中旬～
11月中旬）は、空調機を停止する

単機設備のため
非該当
同左
同左

(1)①ｵ (4)複数の熱搬送設備の総合的エネルギー効率の向上
①冷水ポンプの運用：夏期（7月中旬～9月中旬）は、全
数運転とし、その他の期間は停止する
②温水ポンプの運用：冬期（11月中旬～4月中旬）は、全
数運転とし、その他の期間は停止する
③中間期の春期（4月中旬～7月中旬）、秋期（9月中旬～
11月中旬）は、空調機を停止する

単機設備のため
非該当
同左
同左

同左

(1)①ｶ (3)複数の空調設備の総合的エネルギー効率の向上

①夏期（7月中旬～9月中旬）、冬期（11月中旬～4月中
旬）は、全数運転とし、その他の期間は1台停止する

②中間期の春期（4月中旬～7月中旬）、秋期（9月中旬
～11月中旬）は、空調機を停止する

単機設備の
ため非該当

同左

同左

計
測
記
録

1(1)②ｱ １．空気調和設備
(1)空調区画ごとの温度、湿度、CO2濃度の計測記録

毎正時
1回／月
2回／年

保守点検マ
ニュアル
日常点検記
録表
パトロール点
検表
空調設備定
期点検記録

(1)②ｲ ２．熱源設備
熱源設備毎の冷温水入口・出口温度及び流量、冷却水
入口・出口温度及び流量、母線電圧・電流・電力量の
計測記録
３．熱搬送設備
熱搬送設備毎の冷温水往・還温度及び流量、母線電
圧・電流・電力量の計測記録

４．空気調和設備
ＡＨＵ毎の給気温度、冷温水コイルバルブ開度、室内
温度・湿度、母線電圧・電流・電力量の計測記録

保
守
点
検

(1)③ｱ １．空気調和設備
(1)空調機の保守点検
①ﾌｨﾙﾀｰの清掃・交換、凝縮器のスケールの除去、冷媒
の点検
②ﾌｧﾝ及びｺｲﾙの清掃、

１回／年
定期点検：
１回／６ヶ
月

保守点検マ
ニュアル
日常点検記
録表
パトロール
点検表
空調設備定
期点検記録

(1)③ｲ ２．自動制御、ｼｰｹﾝｽの保守点検

新設
措置

(1)④ｱ
(1)④ｲ
(1)④ｳ

1.新設更新時は必要な負荷を考慮する
2.空調区画ごとに個別制御ができること
3.高効率空調機の採用
4.変風流システム（インバータ）の採用
5.外気導入による冷暖房負荷の軽減を考慮する
6.熱搬送設備の揚程の低減
7.室外機の設置は日射や通風状態等を考慮する
8.ＢＥＭＳの採用
9.特定機器に該当する場合は、製造事業者等の判断
の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の
効率のものの採用を考慮する

改
訂
履
歴

改訂年月日 改訂理由 作成 承認

承
認

審
査

作
成

実施年月日 平成 年 月 日

制定年月日 平成 年 月 日

（参考） 管理標準の作成例（指定-第８表関連 ）③
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対象設備の判断基準該当番号（工場等）
管理区分、設備又は設備

群名
判断基準項目 管理･基準 計測･記録 保守・点検 新設措置 備考

蒸気ボイラー
（プロセス用）

(1)燃料の燃焼管理 ①ア,イ,ウ,エ ② ③ ④ア,イ,ウ

(2-1)①アは燃料加熱等で蒸気
使用の場合、コは製造する蒸
気について設定
(3)①エは、連続ブローが対象

(2-1)加熱設備等 ①ア,キ,コ ② ③ ④ア,イ

(3)廃熱回収 ①ア,イ,ウ,エ ② ③
④ア,イ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア,イ ④ア,イ,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

蒸気ボイラー
（空調用）

(1)燃料の燃焼管理 ①ア,イ,ウ,エ ② ③ ④ア,イ,ウ

(3)①エは、連続ブローが対象

(2-2)空気調和設備 ①ウ,エ ②イ ③ア,ウ ④ア,イ

(3)廃熱回収 ①ア,イ,ウ,エ ② ③
④ア,イ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア,イ ④ア,イ,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

空気調和機設備（エアハン
等）

(2-2)空気調和設備 ①ア,イ,ウ,カ ②ア,イ ③ア,ウ
④ア,イ,エ

(3)蒸気ドレンが対象
(5-1)冷温水、蒸気等の配管が
対象

(3)廃熱回収 ①ウ ② ③ ④ア,イ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア,イ ④ア,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

空気調和の熱搬送設備

(2-2)空気調和設備 ①ウ,オ ②イ ③ア,ウ ④ア,イ,エ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア ④ア,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

給湯設備（電気温水器）

(2-2)給湯設備備 ①キ,ク,ケ ②ウ ③イ,ウ ④ア,イ,エ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア ④ア,イ,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

(3)廃熱回収 ①ウ ② ③ ④ア,イ

(5-1)断熱・保温 － － ③ア,イ ④ア,ウ

(6-1)電動力応用 ①ア,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

照明 (6-2)照明設備 ①ア ② ③ア ④ア,イ,エ

昇降機 (6-2)昇降機 ①イ － ③イ ④ア,ウ

受変電・配電設備 (5-2)受変電・配電設備
①ア,イ,ウ,エ,
オ,カ,キ

② ③ ④ア,イ

空気圧縮機 (6-1)電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ
④ア,イ,ウ

ポンプ、ファン (6-1) 電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ
④ア,イ,ウ

排水処理 (6-1)電動力応用 ①ア,イ,ウ,カ ② ③ア,イ ④ア,イ,ウ

構内車両 (1)燃料の燃焼管理 ①ウ,エ ② ③

共通的設備の該当番号（抜粋）

（参考）判断基準該当番号（工場等） （指定-第８表 ）⑤
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対象設備の判断基準該当番号（専ら事務所）

設備等 管理・基準 計測・記録 保守・点検 新設措置 備考

空気調和設備
・換気設備

(1)①ア,ウ,エ,オ,
カ,キ

(1)②ア,イ,ウ (1)③ア,イ,ウ
(1)④ア,イ,ウ、
エ

エアハン,ファンコ
イルなど

吸収式冷凍機
（蒸気・温水等熱源）

(1)①ウ,エ,オ (1)②イ (1)③ア,イ

吸収式冷凍機
（燃料焚）

(1)①イ,ウ,エ,オ (1)②イ (1)③ア,イ

電動ターボ冷凍機、
チラー

(1)①ウ,エ,オ (1)②イ (1)③ア,イ

ヒートポンプ
(1)①ア,ウ,エ,オ、
カ,キ

(1)②ア,イ,ウ (1)③ア,イ,ウ
(1)④ア,イ,ウ、
エ

ＧＨＰ,ＥＨＰ

ボイラー設備
(2)①ア ,イ ,ウ、
エ、オ

(2)②ア (2)③ア,イ
(2)④ア,イ,ウ,
エ､カ

温 水 ボ イ ラ ー を
含む

給湯設備 (2)①カ,キ,ク (2)②イ (2)③ウ (2)④ア,オ,カ

照明 (3)①ア (3)② (3)③ア (3)④ア,イ,ウ

昇降機 (3)①イ (3)③イ (3)④エ

動力設備 (3)③ウ
給排水、機械式
駐車場

受変電設備 (4)①ア,イ (4)② (4)③ (4)④ア,イ

発電専用設備 (5)①ア (5)② (5)③ (5)④ア,イ

コージェネレーション (5)①イ (5)② (5)③ (5)④ウ

事務用機器 (6)① (6)③

民生用機器 (6)③

業務用機器 (7)① (7)② (7)③ (7)④ア,イ,ウ

ＢＥＭＳ (4)④ウ

（参考）判断基準該当番号（専ら事務所） （指定-第８表関連 ）⑥
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